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レオンティエフ逆説の研究＊1：展望
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?
　Leontief（1953）はヘクシャー・オリーンの定理1），すなわち「一国
は相対的に豊富に賦存する生産要素を集約的に使用して生産された財を
輸出し，相対的に希少に賦存する生産要素を集約的に使用して生産され
た財を輸入する」という命題を統計的に検証した。その結果「アメリカ
経済は一外国と比較して一資本の相対的過剰と労働の相対的不足とによ
って特徴づけられるという広く流布している見解は誤りであることがわ
かる。実はその逆が正しいのである。」2｝という結論を導いた。Leontief
は1947年の生産関連表を用いて，アメリカの輸出100万ドル当たりと，
競争輸入100万ドルを国内で生産する場合とにそれぞれ必要とされる労
働・資本の量を計算し次のような結果を得た。
　　　　　　　　　　　　　　　輸出　　　　輸入置換
　　資本（ドル，1947年価格）　2，550，780　3，091，339
　　労働（年・人）　　　　　　　182，313　　170，004
　　資本・労働比率　　　　　　　　14，010　　　15，180
　つまり，アメリカ経済では，輸出生産の資本・労働比率の方が，競争
輸入を国産に置換するための資本・労働比率よりも低いのである。言い
　＊　逆説とは「衆人の受容している通説，一般に真理と認められるものに反する説。」（広
　　辞苑）または，Paradox：“a　statement　that　is　seemingly　contradictory　or　opposed
　　to　common　sense　and　yet　is　perhaps　true．”（晩∂s彦θ〆s　N伽Co11㎎癬81万6’ゴ。ηωツ）
　　と定義される。
　1）ヘクシャー・オリーンモデルの原典はよく知られているように，Heckscher（1919）
　　とOhlin（1933）である。
　2＞　Leontief（1953），p．343
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換えればアメリカは資本集約財を輸入し，労働集約財を輸出しているこ
とになる。しかし，1947年当時のアメ．リカは世界でも最も資本が豊富な
国だと考えられるので，この結果はヘクシャー・オリーン命題に反する
「逆説」を提示したと解釈された。Leontief（1956）では競争輸入を国
産化するのに適用される資本・労働比率と，輸出生産に適用される資
本・労働比率の比率（18，180／14010＝1．30）を「競争輸入の輸出に対
する相対的資本集約度」（an　index　of　comparative　capita1－labor　inten－
sity　of　competitive　imports　and　export　goods（以下レオンティエフの
αと略す）と名付けている。つまり，アメリカは、相対的にみて，輸
出よりも1．3倍資本集約度の高い輸入を行っていることになる。ここで
提示された逆説的計測結果を「レオンティエフ逆説」と呼ぶ。本稿では
このレオンティエフ逆説をめぐる論争，それも初期のもの（1960年代末
まで）を整理したい。
　なお，H－0モデルには「ヘクシャー・オリーン命題」の他に，「要素
価格均等化命題」，「リプテンスキー命題」，「ストルパー・サミュエルソ
ン命題」があるが，本稿ではもっぱらヘクシャー・オリーン命題に絞っ
てサーベイする。また，ヘクシャー・オリーン命題の実証研究には
Leontiefタイプの産業関連表を使った分析の他に，回帰分析を使うも
のも存在するが，それらは本稿では紙幅の都合上割愛する。また，邦語
文献はサーベイの対象になっていない3）。これらについては別の発表機
3＞　ただし，邦語文献のなかで次の4点だけは本稿の執筆上参考にさせていただいた。
　建元正弘「レオンティエフ逆説と日本の貿易」『経済研究』Vol．9，　No．1，　January，
　1958，pp，9－19，；山澤逸平「国際分業論：展望」『経済研究』Vol．20，　No．3，　July，1969，
　pp．209－18；新開陽一「国際分業パターンの決定因：展望」，根岸隆・渡部福太郎（編）
　『日本の貿易』岩波書店1971，pp，17－49．小宮隆太郎・天野明弘『国際経済学』岩波書
　店，1972，pp．45－56．なお，レオンティエフ逆説に多少とも触れており，かつ，より広
　範なトッピクスをサーベイしている論文として，Caves（1960），　Harberler（1961），
　Bhagwati（1963，1964），　Michaely（1964），　Kindleberger（1965），　Corden（1965），
　Chiplnan（1966），Johnson（1968），Bloomfield（1969）等がある。本稿ではこれらの諸
　論文も参考にした。
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会を待ちたい。
　本稿ではH－0命題の証明は省く。国際経済学ないし国際貿易論のテ
キストならどれにでものっているであろう。ここでは，Leontiefの実
証分析で使われたモデルについて，その骨格だけを説明しておく。通
常、産業関連のシステムは次のように書ける。
　　（1）　〔1－A〕（x）＝（b）y一（c）z十（r）
ここで，Aは投入産出係数行列，1は単位行列，　xは産出量の列べクト
ル，bは輸出係数（総輸出を100とした場合の各部門の輸出）の列べク
トル，cは競争輸入係数（総競争輸入を100としたときの各部門の競争
輸入）の列べクトル，yは輸出総額，　Zは競争輸入総額（y，　Zともにス
カラー），rはその他の最終需要の列べクトルである。（1）式をxにつ
いて解き，その結果に左から資本係数（各部門の生産を100単位生産す
るのに直接必要な資本）の行ベクトル（k）と労働係数（各部門の生産
を100単位生産するのに直接必要な労働）の行ベクトル（n）をそれぞ
れかけると次の式が得られる。
　　（2）　（k）（x）＝（k）〔1－A〕一1｛（b）y一（c）z十（r）｝
　　（2’）　（n）（x）＝（n）〔1－A〕ヨ｛（b）y一（c）z十（r）｝
ここで，（k）〔1－A〕　1（b）は輸出を100単位だけ変化させたときに直接・
間接に必要な資本を，（k）〔1－A〕一1（c）zは競争輸入100単位を国内生産で
置換えたときに直接・間接に必要な資本を表す。（n）〔1－A〕一’（b）と
（n）〔1－A〕　1（c）zは同様に（資本を労働に置換えて）解釈できる。〔1－
A〕一1はレオンティエフの逆行列と呼ばれる4）。レオンティエフのαは
　　　（k）〔トA〕一1（c）／（n）〔1－A〕　1（c）
　　α；　　　（k）〔1－A〕一1（b）／（n）〔1－A〕一1（b）
4）　産業連関（あるいは投入・産出）分析になじみのない読者には宮沢健一（編）『産業
　連関分析入門』（新版）日経文庫1995．が薦められる。
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と定義される。
　以下本稿では第1節でLeontiefの分析そのものに対する批判，第2
節でLeontief（1953）以降に行われたレオンティエフ・パラドックス
の実証的な検証，第3節でH－0モデルの諸仮定のうちいくつかを崩し
てレオンティエフ・パラドックスを再解釈する試み（それは結果的に
H－0モデルの再検討になる）をそれぞれ検討する。最後に第4節で結
論を述べる。
第1節　Leontiefの分析そのものに対する批判
1．1　資料の再検討
　第1にSwerling（1954）は1947年は戦後復興の混乱期に当たり，計
測には適さないと指摘する。この年のアメリカの輸出は167億ドル，輸
入は62億ドルと大幅な貿易収支黒字となっている。これに対し，
Leontief（1956）は輸出入構成比を1951年の資料に置き換えて再計算を
行っている。しかし，レオンティエフのαは（絶対値が減少し，1．06
になったものの）依然として1より大であり逆説は依然として残る。
　第2にBuchanan（1955）は資本係数の資料として，貿易論で使われ
るべき資料額／生産額，すなわち平均資本係数ではなく投資係数になっ
ている点を批判する。生産額当たりの投資額の平均値が使われていると
いう点である。投資係数には資本の耐久性が計算に入っていないことが
問題になる。Diab（1956）も同様の指摘をしている。これに対して，
Leontiefは1956年の論文で，投入産出係数に資本置換を含めて再計算
を行い，やはりレオンティエフ逆説はくつがえらないことを確認している。
　第3にDiab（1956）はLeontiefの用いた農業部門の資本係数が過大
評価であるとし，再推理を行ったが，レオンティエフのαは若干低く
なるものの，1より大きいという結論をくつがえすにはいたつていな
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い。Leontief（1956）で農業部門を省いた計算を試みたが，やはり結論
はくつがえっていない。
　第4にGray（1965）はレオンティエフ逆説が発生する理由の一つは
非競争輸入の定義が狭すぎるためだと指摘している。彼はある財の国内
の供給の価値弾力性が，そのときの国内価格水準でゼロまたは非常に低
いとき，非競争的と定義すべきだとしている。またたとえば、ある国は
小麦を輸出し，同時に米を輸入しているかもしれない。これら2商品は
産業連関表では同一部門になっている。まったくの同一財がある季節に
は輸出され，他の季節には非競争輸入材になる可能性もある。
　Grayは非競争輸入の定義を改めたうえで，日・西独・米国の実証研
究の結果を再検討している。日本は食料の底心入国であるが，農産物に
対する関税は高く国内生産は最大限行われている。したがって，日本の
農産物の輸入はとうてい競争的だとは考えられない。Tatemoto　and
Ichimura（1959）の計算から農産物輸入を排除すると，レオンティエ
フのαは0．644から0．958へとかなり上昇する。
　西独では農業保護政策のため，短期の農産物の供給の価格弾力性は低
く西独の農産物輸入を同国の競争輸入から排除するのは合理的仮説とい
える。レオンティエフのαを農産物を競争輸入に入れた場合と入れな
い場合の結果は次の表のようになった。
　　年レオンティエフのα
　　　　　競争輸入に農産物を含む場合　含まない場合
　　1954　　　　　　　　　　　　　0．993　　　　　　　　　　　　　　1．301
　　1952　　　　　　　　　　　　　0．916　　　　　　　　　　　　　　1．344
　　1950　　　　　　　　　　　　　0．828　　　　　　　　　　　　　　1．136
　つまり，農産物を競争輸入から排除すると西独の貿易におけるレオン
ティエフ逆説は消えるといってよいだろう。さらに米国の結果を含めて
まとめてみると
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　　　　　　　　米国（1951）
オリジナルのα　　　1．0577
改定されたα　　　　0．8813
日本（1951）
0．6440
0．9580
西独（1950）
　0．8280
　1．1360
　となる。
　第5に，Weiser（1968）は米国について，1958年の産業関連表を使
い1962年の輸出入構成を使っても，レオンティエフ・パラドックスは消
えないことを確かめている。
1．2　計算方法の再検討
　第1に，Swerling（1954）はLeontiefの計算手続きを批判している。
Leontiefは最終需要1単位の減少によって必要なくなる直接・間接労
働量と資本量を部門別に計算し、これを部門別輸出入の構成比をウエー
トとして加重平均値を求めている。Swerlingは，縦軸に純輸出または
純輸入をとり，横軸に資本労働比率をとると（p．287，chart　1），ほと
んどの部門では輸出一輸入はゼロ付近に分布しており，加重平均は輸出
入が大きいごくわずかな部門の資本・労働比率に支配されていることを
発見した。この事実自身は問題ないが，次のような問題点があると指摘
する。
　すなわち，（1）1947年の米国の大幅な貿易黒字を反映して，農林水
産業の輸出の絶対額は輸入より大であるのに，総輸出入額をそれぞれ
100万ドル当たりについて計算すると輸出は101，000ドル，輸入は258，
oooドルとなり輸入超過になる。（2）輸入は。．　i．　f．，輸出はf．　o．　b．で
評価されているため，そして輸出についてのサービス項目が輸送や商業
などの低い資本・労働比率で計算されるため，輸出側の資本集約度が輸
入側と比べて過小評価されること。（3）ほとんどの輸出は当該部門の
資本・労働比率には関係なく卸売業から何らかの投入をしている。卸売
業は最も資本・労働費率が低いので，輸出の資本集約度に下方バイアス
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をもたらすこと。（4）逆に，農林水産業が輸入側で大きなウエートを
占め，この部門の資本・労働比率の過大評価とあいまって輸入の資本集
約度が過大評価されること。（5）各部門を加重平均するときに，各部
門の純輸出または純輸入をウエートとすることは，その絶対的規模が大
きいが外国貿易にはわずかしか参加していない部門を過度に強調してし
まう。そこで，純輸出または純輸入とその部門の国内消費の比率をウエ
ートとする方がよい。この（5）の主張は筆者には理解できない。
　第2に，Buchanan（1955）は生産要素を資本と労働に分けて考える
なら，資本には土地も加えられるべきだと主張する。しかし，そうする
と農業の資本集約度が上昇し，逆説はかえって強まる点には触れていな
い。ただし，土地という天然資源の存在を早い時期から指摘していた点
は評価される。
　第3に，Leontiefは輸出と輸入置換（競争輸入を国内で生産した場
合）の資本・労働比率を計算したが，これに異をとなえたのがEIL
sworth（1954）である。彼は輸出の資本・労働比率と対比すべきは，
貿易相手国の資本・労働比率であるとした。彼は「もし〔輸入競争〕産
業がわが国の輸出産業より，さらに資本を使っていれば，それは他の国
の低賃金労働から得られる優位性を相殺するために，我が国で安い生産
要素，資本を例外的に多く使っていることを表す。我が国の労働は〔賃
金〕が高いだけでなく，輸入競争産業では輸出産業より効率が劣るの
で，節約しより安い生産要素，資本で補完する必要がある。」5｝と述べて
いる。Ellsworthの主張はH－0命題の中の「両国に共通の生産関数」
5）　Ellsworth（1954），　p．248，なお，　Ford（1963，　p．466），　Valavanis－Vai1（1954），
　Harberler（1955）も同様の主張をしている。これに対しMerrett（1965）は「同一
　の財を生産する技術は貿易パートナーの間で同一である」というH－0命題の観点か
　ら上記の主張を批判し，レオンティエフ逆説は“derives　nQt　from　the　conlection　Qf
　an　invalid　argument　with　true　premis，　but　from　the　conjection　of　a　valid　argument
　with　a　false　premise．”と述べている。
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あるいは「要約集約性の逆転の欠如」という仮説を否定した議論といえ
よう。
　第4に，Granick（1955）も同様の議論を展開している。資本・労働
の1能率単位の価格を国際価格で測ったとき，第1国ではそれぞれ2，
8，第2国では7，3，とする。A財，　B財それぞれに労働集約的な生
産方法aと資本集約的な生産方法bがあるとする。すると各国の比率
生産比は次のようになるだろう。
第1国 第II国
a資本1，労働22×1十8×2＝187×1十3×2＝13??
b資本2，労働12×2十8×1＝127×2十3×1＝・17
a資本1，労働22×1十8×2＝187×1十3×2＝13??
b資本3，労働12×3十8×1＝147×3十3×1＝24
　貿易前には第1国はbの方法で，第II国はaの方法でA，　B両財を
生産する。貿易開始後では第1国はA財をbの方法で，第II国はB財
をaの方法で生産するように特化が行われる。すなわち第1国は資本
集約財Aを輸入し，第II国は労働集約財Bを輸出し，　H－0命題のとお
りになる。ここで，第1国がB品の輸入をやめ，国産財で置換すると，
方法bが採用される。すると輸入置換が輸出より資本集約だというレオ
ンティエフ逆説が成立する。この数値例は両国の生産関数が共通すると
いうH－0命題の仮説をはずした場合と解釈すべきだろう6）。
　第5にBreck（1967）は米国が競争輸入財生産．を100万ドル増すと同
6）　Kleiman（1967）もLeontiefが同一産業については，生産要素比率が，輸出，国内
　販売，輸入代替で全て同一と仮定していることに疑問を投げかけている。彼はこのよ
　うな仮定は，産業のアグリゲーションと関係があるとして，イスラエルの1958年のデ
　ータを使って，レオンティエフのαを25産業分類と42産業分類について計算した。25
　産業の場合は0．68，42産業の場合は0，81であった。ただ，彼の計測結果がイスラエル
　のレオンティエフ逆説にどのようなインプリケーションをもたらすのかは不明だと筆
　者は考える。さらに，Alon（1968）はKleimanの主張はトートロジーではないかと
　指摘する。筆者も同感である。
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時に貿易収支を均衡させるためには輸出を100万ドル増やす必要は必ず
しもないと指摘した。、貿易収支を正確に均衡させる輸出を生産するため
に直接・間接に必要な資本・労働を計算する必要がある。ところが，こ
れをやると，レオンティエフ逆説はLeontief自身のデータを使って解
消することが明らかになったという。これに対し，Leontief（1967）は
1956年に論文で行った非競争輸入についての「調整」は不必要で，1953
年の論文で使ったフォーミュラが正しいという点でBreckに同意して
いる。しかし，この不必要な調整は重要ではなく1947年については0．4
％，1951年については3．3％であった。さらにBreckも認めるようにレ
オンティエフのαは変わらないとしている。したがって，Breckの主
張していたレオンティエフ逆説の解消は実際には起こらなかったといっ
てよいだろう。
1．3　結果に対するLeontiefの解釈を巡る議論
　第1に，Leontief自身の解釈は，ヘクシャー・オリーン命題の前提
になっている生産要素の国際的同質性の仮定をはずし，アメリカの労働
者1単位は外国のそれより3倍高い生産性を持っているというものであ
る。つまり，アメリカの能率単位労働者1人当たりの資本装備率は外国
に比べて低くなる。アメリカは外国に比べ（能率単位で測った）労働力
を比較的豊．富に持っており，希少生産要素はむしろ資本だというわけで
ある7）。
7）筆者が疑問に思うのはLeontiefの解釈である。もし彼の実証分析が能率単位で測ら
　れた労働と資本に基づいたものであれば，筆者も納得する。「能率単位で測った労働と
　資本で計算すると米国は労働豊富国になるが，我々が観察している，単なるman－
　yearで測った労働に基づいて計算すれば，米国は労働希少国である」と主張できるか
　らである。ところがLeontiefの計算は能率単位で測った労働ではなく，単なるman－
　yearで測った労働に基づいている。したがってLeontiefの解釈は根本から誤ってい
　ると筆者は考える。
　　しかし、筆者の知る限り，筆者のように考える経済学者は見当たらないので，これ
　は筆者の勘違いかもしれない。なおLeontiefの解釈はその後，労働のスキルや人的資
　本を考慮した分析が行われるきっかけになったことは高く評価されるべきであろう。
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　第2に，Diab（1956）はLeontiefの解釈を支持するような実証分析
結果を出した。彼はコブ・ダグラス型生産関数とColin　Clarkの推定値
を用いてカナダ，英国，オランダ，フランス，ノルウェー，イタリアと
比較して米国の労働者の効率がLeontiefが主張するほどではないが高
いことを示した8）。
　第3に，Kreinin（1965）は米国の多国籍企業のマネージャーやエン
ジニヤに対しアンケート調査を行った。質問の趣旨は「母国の親企業と
比べ，海外の現地法人の労働生産性は高いか？」というものである。各
企業は「同様の組織や機械化の程度のもとで単位生産物当たりに必要な
労働時間を米国と現地法人で比較せよ」という質問に答えるように求め
られた。主な結果は，米国の労働者は外国のそれに比べより優れている
が優越度は1．20倍，大きくても1．25であって，Leontiefが示唆したよ
うな3倍とは程遠い。したがって，労働効率の高さが米国を労働豊富国
にしているとはとうていいえない。ちなみに，海外の労働者が米国のそ
れに劣っている理由は主として訓練や熟練の不充分さ，動機付けや熱意
の欠如，教育水準の低さ，規律の欠如，労働組合の就業規則，行き過ぎ
た仕事の保障，柔軟性のない態度等があげられている。
1．4　レオンティエフ・モデルに対する批判
　Leontiefは生産連関表を使ってレオンティエフ逆説にたどり着く計
算を行っている。したがって，計算の背後には固定投入係数という暗黙
の仮定を置いていると解釈することも可能である。実際のところ
　8）Working　population　on　a　U．　S．　labor　equivalent　basis（」）は米国（1939）を1と
　　すると，カナダ（1939）が0．0710，英国（1939）が0．2081，オランダ（1938）が0．
　　0275，フランス（1938）が0．1001，ノルウェー（1939）が0．0101，イタリア（1938）
　　が0．0787。Comparative　capital　intencity（C〃）は米国を1とすると，カナダが1．
　　1225，英国が1．3509，オランダが2．0982，フランスが2．7023，ノルウェーが1．1782，
　　イタリアが0．6798であった。Cは資本。つまり，イタリアを例外として海外の諸国は
　　米国より効率単位で測った労働者一人当たりの資本ストックが高いのである。なお，
　　クラークのデータはThe　Conditions　of　Economic　Progress　2nd　ed．1951から取って
　　いる。
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Leontief（1956）では「地域間貿易の線形モデル」という付録及び本文
の第1節で固定投入係数を前提とするモデルによる理論的分析を展開し
ている。
　この線形モデルを批判しているのがValavanis－Vail（1954，1958）や
Robinson（1958）である。　Valavanis－Vailは産業関連モデルは論理的
に国際貿易と相容れないと主張する。彼の主張の根拠は，もし全ての生
産要素が貿易前に完全雇用されていると，貿易をすることによって，財
の世界生産の中には減少するものが出てくることが避けられないという
ものである。したがって，貿易は行われない。しかし，Chipman
（1966）はValavanis－Vailの論議は正しくないと指摘する。この論争は
テクニカルすぎるので詳細はChipman論文のpp．45－52を参照されたい。
　Hoffmeyer（1958）は「点E（貿易前の均衡点）から点F（貿易後の
均衡点〉へ移行する際に，角度（資本・労働比率）が変わるという事実
が［固定投入・産出係数を前提とする］投入・産出モデルをこのような
分析に使うべきではないという反対理由であるが，それは的外れな批判
である……我々の目的（相対的資本・労働比率を測ること）からすれ
ば，投入・産出モデルの基本的な仮説（固定投入係数）が正しいかどう
かはどうでもよい問題である。」9）と述べているが，彼のこの説明は今一
つはっきりしない。筆者の考えでは，投入・産出（産業連関）表を使っ
て直接・間接資本・労働比率を測定することと，実際の生産関数が固定
投入・産出係数型であるか否かは別問題であると考える。産業連関表を
使った計測は，変動している資本・労働比率のいわばスナップ・ショッ
トであると解釈するのが妥当であろう10）。
　9）　Hoffmeyer（1958）p．165
　10）　Robinson（1958）もLeQntiefの提示した線型貿易モデルとLeontiefが計算した資
　　本・労働比率とは分けて考えるべきだと述べている。Robinsonは生産関数の国際的
　　差異や，要素集約性の逆転の可能性などがレオンティエフ逆説の原因になっていると
　　考えているようである。またRobinson（1956a）IV節は固定投入係数の意義に関する
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第2節　レオンティエフ以降に行われたレオンティエフ逆説の
　　　　実証分析
　最初にLeontiefの第2次報告（Leontief（1956））について述べてお
こう。Leontiefは第1次報告（Leontief（1954））に寄せられた諸批判
に答えるべく，1951年の貿易データを用いて再計算を行った。ここでは
主要な計測結果について，Leontief（1956）のpp．397－98の表1を参照
しながらまとめておこう。注目すべきは，この表のD，すなわち19の資
料関係部門を非競争輸入として扱ったケースである。このケースのみレ
オンティエフのαが1より小さく，レオンティエフ逆説が消えている。
　第2に，米国以外の計測を最も早く行ったのがTatemoto　and
Ichimura（1959）の日本に関する測定である。レオンティエフの認は
0．644で日本は資本集約財を輸出していることになる。これはデータが
1951年のものだから，レオンティエフ逆説のもう1つの例とみえる。当
時の日本が資本豊富・労働希少国だとは考えにくいからである。しか
し，彼らは，日本が先進国と途上国の中間に位置している点に注目し
た。つまり，日本は対先進国には労働集約財を，対途上国には資本集約
財を輸出しているという仮説を立てた。1951年の日本の輸出は対途上国
が75％，対先進国が25％であったから，全体では輸出では資本集約的に
なるというわけである。そして彼らは日本には米国に対し輸出全体より
資本集約度の低い財を輸出しており，米国以外の国に対してより資本集
約的な輸出を行っているという計測結果を提示した。
　第3に日本に関するもうひとつの研究はNaya（1967）である。彼は
　優れた解説になっている。Leontief（1958）はValavanis－veil（1958）；こ対する
　Replyで，固定投入係数を仮定するのは，主としてデータの入手可能性や計算のコス
　トなどが理由であること。また産業連関分析は投入・産出係数の変化を取り扱えるこ
　とは1953年の段階でも分かっていたと述べている。
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1955年と1959年について，Vanek（1959）（1963a）のアプローチに従
って，日本の輸出入の天然資源財必要度を計算した。輸入財の生産に必
要な天然資源財と輸入財のそれの比率を取ったところ，1955年は0．263，
1959年忌0．298という結果を得た。同じ年についてレオンティエフのα
は，全ての産業についてみると1955年は1．678，1959年は1．315であるの
に対し天然資源部門を除いた場合，この比率が0．985となってレオンテ
ィエフ逆説は消えた。
　第4に，Bhardwaji（1962）はインドの輸出が労働集約的で，輸入が
資本集約的という，H－0命題にそった結果を得たが，米国との相互貿
易だけを見ると，輸出が輸入より資本集約的というパラドキシカルな結
果を得た。インドは米国から農産物を大量に輸入しており，計測を行っ
た1951年は農業の不作で農産物の輸入が特に多かった。しかもインドで
は農業は極めて労働集約的である。また米国への鉱物（インドでは資本
集約的）の輸出がインドの輸出の資本集約性を高めている。また，労働
力が人で測られており，man－hourでないことが指摘される。インドで
は偽装された失業者が多いからである。
　第5に，Wahl（1961）のカナダについての実証分析では，総輸出入
については輸出が輸入より資本集約的という期待どおりの結果を得た
が，米国と英国との相互貿易についても同じ結果であり，レオンティエ
フ逆説が生じていると考えられる。カナダの輸出に占める1次産品の比
率が高く，1次産品の生産は資本集約的であるのに対し，輸入代替は製
造業主が多く，その生産は労働集約的である。
　第6に，Roskamp（1965）によると，1945年以降西独では生産要素
比率が大きく変化したと言われている。戦争によって資本ストックが破
壊された一方，大量の避難民の流入により，労働力は戦前のレベルがよ
り多くなった。したがって，1950年ごろであれば西独は資本希少・労働
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豊富国であったが，その後資本豊富・労働希少国へと変わったと考えら
れる。1954年の産業連関表を用い1950，52，54年の貿易統計を使ってレ
オンティエフのαを計算したところ，それぞれ0．828，0．916，0．993
で，年を追うごとに，輸出はより労働集約的になっており，期待に反す
るレオンティエフ逆説の例と考えられる。
　第7に，Roskamp　and　MacMeekin（1968）はRoskamp（1963）を
ふまえて，西独について新しい計測を行った。Man－yearで労働投入を
測ると労働の質の差が捕らえられない。そこで彼らは，最低賃金を単純
労働に対する報酬とし，それ以上の賃金は人的資本に対する収益とみな
した。1954年について，まず物的資本と労働を比べると西独の輸出は労
働集約的となる。次に人的資本と労働を比べると輸出は人的資本集約的
となる。最後に，人的資本と物的資本を比べると，やはり輸出は人的資
本集約的となる。これらの結果から，西独では人的資本が最も豊富で，
単純労働は資本に比べれば豊富だが，人的資源に比べれば希少であり，
物的資本は最も希少な生産要素であると，彼ちは結論づけた。
　第8に，Bharadwaji　and　Bhagwati（1967）は同様に熟練労働と非
熟練労働の賃金格差は人的資本に対する収益率と考えた。1953－54年に
ついての計測結果は，人的資本で調整された要素集約性を使っても，輸
出が労働集約的，輸入が資本集約的という結果に変わりはなかった。し
かし，人的資本に関して調整された結果，輸出の資本・労働比率が調整
がない場合より上昇しており，パラドキシカルなケースと考えられる。
　第9に，Stolper　and　Roskamp（1961）は東独の産業連関表を推定
し，レオンティエフ逆説の検証に応用している。1951年の東独の輸出は
資本集約的である。東独は共産主義諸国の中では最も工業化が進んだ国
と考えられるので，レオンティエフ逆説は起こっていないように見え
る。ただし，1959年の貿易統計を使うと資本集約1生は若干下がっている。
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　第10に，Hodd（1967）は英国についてレオンティエフ逆説の検：証を
行った。対象になったのは英国の総輸出入と，米国との相互貿易であ
る。1947年目英国のレオンティエフの躍は0．834，48年のαは0．941で
あった。英国の対米輸出は輸入代替より資本集約的，米国側では計測結
果はH－0定理と整合的だが英国側は違う。英国の総輸入についてはレ
オンティエフのαはH－0定理と整合的である。Hoddは英国に関する
レオンティエフ逆説は生産要素集約性の逆転が原因だとしている塒。
第3節　H－0モデルの再検討
　H－0命題（正確にいうとヘクシャー・オリーン・サミュエルソン命
題，略してH－0－S命題）そのものについて簡単に説明しておこう。こ
の命題は「労働（資本）が相対的に豊富な国労働（資本）集約的な財を
輸出する」とまとめられる。この定理が成り立つための条件は（1）2
国，2財，2生産要素12），（2）両財の生産関数は1次同次，（3）両国
の生産関数は同一，（4）要素集約性の逆転はない，（5）両国の社会的
厚生関数が同一でホモセティック，（6）生産物市場も生産要素市場も
完全競争的，（7）生産要素は常に完全雇用，（8）生産要素は国内では
完全に移動可能だが，国際間は全く移動しない，（9）生産要素の質は
国際間でも国内の産業間でも同質，（10）貿易障壁は人為的な（たとえ
11）Hodd論文に対してBorchert（1969）が異議をとなえた。　BorchertはHoddの計
　測結果はレオンティエフのαは米，英両国とも1より高くも低くもない。したがっ
　て，CES生産関数を要素集約性の分析に用いるのは不適切であり，両国間で異なって
　いると考えるべきだと主張する。これに対し，Hodd（1970）はBorchertのコメント
　は誤りであり，CES生産関数の適用は正当化されると反論する。
12）多数財，多数要素，多数国のケースへの拡張はDiab（1956）の第1章で簡単に説明
　されているが，より充実した最近の研究に関してはW，Ethier，“Higher　Dimensional
　Issues　in　Trade　Theory，”in飽ηゴろooん（ゾ1勿’θ御α’∫o解1　E60ηo〃zガos，　Vo1，　I　eds．　by　R，
　∫ones　and　P．　Kenen，　Amsterdam；Noth－Holland，1984，　Ch．3，　pp．131－84．を参照。
　なお，Vanek（1968）は，　H－0モデルを多数生産要素のケースに拡張した論文だが，
　後にH－0－V（ヘクシャー・オリーン・バネック）モデルとして，特に実証分析で，
　広く使われるようになった。
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ば関税）ものも，天然の（たとえば輸送費）も存在しない，（11）生産
要素の供給は外生変数であり一定とする，等である。
　これらの仮定のいくつかをはずすとレオンティエフ逆説が消える場合
がある。
3．1　第3の生産要素＝天然資源
　天然資源を生産要素として取り入れなかったことが，レオンティエフ
逆説を生じさせたという考え方は，Swering（1954），　Haberler
（1955），Buchanan（1955），　Kravis（1956），　Elliott（1958）などに見
られ，実証分析で確かめたものとした，Leontief（1956），　Vanek
（1959）（1963a），　Naya（1967），　Bharadwali（1962），　Wah1（1961）等
がある。
　Vanekは天然資源必要度を計測する際，天然資源財の必要度を代わ
りに使っている。米国の192産業のなかから，21産業の生産物を天然資
源財に選んだ。米国の場合，輸出に含まれる天然資源は輸入代替のそれ
に比べてかなり小さい。このVanekの発見はそれ自身ではレオンティ
エフ逆説を説明できない。天然資源と資本が補完的生産要素で，米国は
資本豊富国だが，天然資源の不足を補うために輸入代替において，多く
の資本が吸収されているということを証明する必要がある。Vanekは
この補完性を米国について発見した。
3．2　要素集約性の逆転
　生産要素集約性が逆転するとH－0命題が成立しなくなることは，
Leontiefの1953年の「逆説」発見よりかなり以前から，理論的分析の
上でよく知られていた13）。しかし，実証研究はMinhas（1962，1963）
　13）　たとえば，A．　Lerner，“Factor　Prices　and　International　Trade，”Eσoηo雁。α，　VoL
　　19，February，1933，　pp．1－15等を参照。レオンティエフ逆説との関係についてはJones
　　（1956），Brown（1957）等を参照。なおRobinson（1956a）は生産要素と生産関数と
　　いう2つの概念は，その意味と使われ方について十分な検討がなされていないと指摘
　　　している。
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に始まる。彼は，Arrow　et　a1．（1961）で彼自身も加わって開発した
CES生産関数の計測に基づく分析を行っている。彼は6産業（乳製品，
製粉，繊維，パルプと紙，基礎的化学製品，非鉄金属）について，
CES生産関数を計測した。具体的には，10g（K／L）Fdog（Ai／α重）＋σ
log（w／r）iのσを計測する。ここで，　Kは資本，　Lは労働，　wは賃金
率，rは資本のレンタルプライス，　AI，α1，函，はパラメーターで，特
にα，は代替の弾力性を表す。下付きのiは産業の番号である。
　縦軸に資本／労働比率（の対数）を横軸に資金率／資本のレンタルプラ
イス（の対数〉をとった図で上記の式を表す各産業の直線が引かれた。
6産業であるから，可能な産業のペアは15あり，可能な直線の交差点も
15だが，次の5ペアだけが，実証的に可能な直線の交点，すなわち，要
素集約性の逆転の可能性があった’4）。この表の数値は，直線の交点にお
ける賃金／資本のレンタルプライスと資本／労働比率である。
　　産業のペア　　　　　　　w／r（＄）　K／L（＄）
　　繊維一非鉄金属　　　　　　1，350　　　1，720
　　乳製品一パルプ・紙　　　　2，136　　　4，117
　　乳製品一非鉄金属　　　　　8，665　　11，308
　　パルプ・紙一基礎化学　　　5，370　　　9，997
　　基礎化学一製粉　　　　　　20，400　　　30，410
　Minhasの貢献のもう1つの要点は日米の20産業について資本・労働
比率のランキングの比較である。順位相関は直接・間接要素投入につい
14）Leontief（1963）はMinhas（1963＞の書評論文で，米国とインドのデータを使っ
　てCES生産関数を計測し，210の可能な要素集約性の逆転のうちわずか17しか実際に
　逆転が起こっていないと指摘した。Leontiefは賃金率の計測に観察誤差があるため，
　Minhasの計測した代替の弾力性（その多くは1より小さい）には下方バイアスがあ
　ると考えた。しかし，Shapiro（1966）は逆に上方バイアスがあると反論している。
　その他にもCES生産関数の計測を巡る論争があり，それが要素集約性の逆転と関連
　する場合が少なくない。そのような論争に関してはNerlove（1967）を参照。また，
　要素集約性の逆転の包括的な研究には，Minhas（1962，1963）の他にLary（1968）
　（その第3章はこの問題に関するサーベイになっている）がある。彼は雇用者1人当り
　の付加価値を労働集約性の代理変数として，諸産業の国際比較を行っている。その結
　果製造業に関する限り，要素集約性の逆転は重要ではないとしている。
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ては0．328，直接投入については0．73であった。つまり要素集約性の逆
転が起こっていると考えられる。しかし，Ball（1966）はMinhasと同
じデータを使い，その20産業から農業，製粉業と食品加工を除いて順位
を比較すると順位相関は直接投入については0．826，直接・間接投入に
ついては0．765とかなり高くなり，要素集約性の逆転の可能性が低下す
る。さらに，Arrow　et　al．（1961）の表5にのっている日米の27産業の
相対的資本集約度のランキング間の順位相関係数は0．603だが，運輸，
漁業，石油・天然ガス，石炭採掘，非金属鉱業，金属鉱業，商業，農業
をはずすと，順位相関係数は0．920まで上がる。一方，Moroney
（1967）は1959年のセンサス労働データと，1957年のセンサス資本スト
ックデータから米国内の異なる地域間で要素集約性の逆転は起こってい
ないという実証結果を得た。
3．3　生産関数の差異
　生産関数が国際間で異なる可能性がレオンティエフ逆説の原因ではな
いかという論議は，Ellsworth（1954）やDaniere（1956）にもみられ
るが，本格的な分析はClemhout（1963，1964）やFord（1967）で行わ
れている。要はたとえ要素賦存比率からすれば比較的劣位を持つ産業で
も生産効率が際立って高ければ，比較的優位を持ちうるという点であ
る。Minabe（1966）はこの問題を経済成長と技術進歩の文脈で分析し
ている。国際的な生産効率の差に関する実証分析としてはArrow　et　aL
（1961）があるが，サーベイとしてNerlove（1967）を挙げておく。
3．4　需要の偏向
　たとえば，資本の豊富な国が資本集約財に特に強い選好を持っていれ
ば，資本集約財に比較優位をを持たない可能性がある。この点に関する
理論的な研究は，Valavanis－Vai1（1954）やJones（1956）にみられる
が，実証研究としては，H．　Hauthakker，“An　Internationai　Compari－
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son　of　Household　Expanditure　Patterns，　Commemorating　the　Centen－
ary　of　Engel’s　Law，”Eoo％o彫6醜αちVo1．25，　No．5，0ctober，1957，　pp．
532－51．等があり，国際的に消費パターンが似ているという結論を導い
た。しかし，Hauthakker論文のタイトルが示唆するようにエンゲルの
法則が広く認められるということは選好がホモセティクではないことを
意味する。また直感的にも世界の諸国の選好が共通だとは考えられない
というのが妥当ではないだろうか。また国際貿易論では（レオンティエ
フ逆説を巡る論争を含めて）選好を各個人のそれではなく，社会的選好
という概念を使っている。しかし，社会的選好，社会的厚生関数，社会
的無差別関数といった概念は，そもそもその存在や性格に関して様々な
疑問がある。最後に，筆者の理解するところでは，貿易パートナーの相
対的要素賦存度を資本・労働の数量ベースで定義せず，賃金・資本のレ
ンタルプライスという要素価格比率で定義すれば，「両国の選好が同一
で，ホモセティック」という仮定はヘクシャー・オリーン命題には不必
要であると考える。
3．5　労働のスキルと人的資本
　労働の質の国際間差異については，1．3節でも触れたが，ここでは
さらにこの問題に踏み込んで，労働の質の差を労働のスキル（skill）や
人的資本を貿易パターンの分析に反映させた文献について述べる。実証
分析では第2節で紹介したRoskamp　and　MacMeekin（1968）や
Bhardwaji－Bhagwati（1967）などもあるが，労働のスキルに焦点をあ
てた研究としてはKeeging（1965，1966，1969）の一連の分析がある15）。
彼の1965年の研究では，1957年の米国の労働スキル（熟練度）に応じ
て，専門職，技師，支配人，職人，親方等を熟練労働に，半熟練，未熟
15）実は，Leontief（1956，表2，p．399）で労働のスキルの差を考慮に入れた分析が（不
　充分ながら）行われていた。
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練工を未熟練労働に分類する。産業連関表と産業ごとの職種別労働投入
係数を使って，輸出と輸入代替の熟練労働／未熟練労働投入を測る。米
国の各種労働投入係数が他の国にも当てはまるという仮定の下，主要先
進国の輸出・輸入代替のスキルを計測した。その結果は以下のようであ
った。
　　　　輸出　　　　　　輸入代替
　　米国　　　0．82　　日本　　　0．84
　　西独　　　0．68　　　フランス　0．82
　　英国　　　0．63　　英国　　　0．54
　　フランス　0．49　　西独　　　0．47
　　日本　　　0．31　　米国　　　0．47
この表から得られる結論は米国，西独などは熟練労働豊富国，日本，フ
ランスなどは未熟練労働豊富国というものである。
　スキルは労働者をいかに教育・訓練して，人的資本16）を蓄積するかと
いう過程の結果とみなすことができる。これに関しては，Kenen
（1965）の理論的な研究や，Yahr（1969）の実証分析がある。
3．6　保護貿易
　Travls（1964）とVaccara（1960）は米国の各産業の名目関税率と
労働集約性の間に正の相関があることを発見し，これがレオンティエフ
逆説の原因ではないかという主張をした。これに対し，Basevi（1966）
は米国の1958年の産業連関表と1958－1960年の名目関税率のデータを使
って有効関税率を推定し，（1）有効関税率は名目関税率の（付加価値
ベースでみて）1．5倍，（付加価値の中で労働だけに限ると）4倍から5
倍も高いことを実証的に確かめた。（2）有効関税率と労働集約性の間
の関係は決定的ではないが，正というよりむしろ負の相関があることを
　16）人的資本の概念を最初に提示したのはT，Schults，“Reflections　on　Investment　in
　　Man，”ル躍％α」（ヅん1漉偲1　E‘oπo〃窃VoL　70，　Supplement，　October　1962，　pp．1－8，と
　　G．Becker，“Investment　in　Human　Capital；ATheoretical　Analysis，”ノ伽7繊！〔ゾ
　　PoJ漉6αJ　Ecoηo窺夕，　Vo1．70，　Supplement，　October　1962である。
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みいだした。
　Travis（1968）は有効関税率の概念そのものを批判したうえで，「…
米国の関税は高賃金を支えているという意味で労働者を保護しているの
みならず，国内の製造業が，相対的に大量の労働力を使って生産してい
る製品を保護する手段として，高関税となっている。」17）とBaseviを反
批判している。
3．7　その他の問題
　Robinson（1956b）は生産要素は明確な概念ではないと指摘する。こ
の問題については脚注13）でもふれたが，その他にも（1）資源と生産
要素の違い，（2）資本という概念を巡る論争，（3）資本財は国際間で
大量に貿易されている，などがある。（1）は，たとえば天然資源は他
の生産要素の投資（主として資本）をして始めて生産要素たり得る。
（2）については，いわゆるケンブリッジーケンブリッジ論争などがあ
る’8）。（3）は重要であるが，筆者の知る限りでは参考文献は見当たら
ない。
　Vaccara（1958）はLeontief（1956）の計算では労働係数は国内の生
産量と雇用で測られているが，「ある産業の輸入や輸出のバスケット内
の商品構成は国内生産のそれとかなり違うかも知れない」と疑問を投げ
かけた。彼女は1953年の米国の164セクターについて3種類の労働係数
を推定した（1）輸出をウエートにしたもの，（2）競争輸入をウエー
トにしたもの，（3）国内産出をウエートにしたものである。（1）を使
って，1957年の輸出100万ドルを生産するのに直接必要な労働者数は89．
17）　Travis（1968），p．460．
18）　たとえばJ．Robinson“The　Production　Function　and　Theory　of　Capital，”Rε加6卿
　げEooηo雁。　S’κ4’8s，　Vo1，21，　No．55，1953－54，　pp．81－106．参照。またサーベイとして
　G．HrcQurt，　So耀Cα心拍4g¢Cθ癖γo”εγsぽ¢s碗丁丁宛eoη（ゾC妙∫彦α」，　Cambridge：
　Cambridge　University　Press，1972がある。レオンティエフ逆説との関連ではFord
　（1966）を参照。
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8人，（3）を使うと90．5人と大差ないが，輸入については（2）を使っ
たものは76．9であるのに，（3）を使った場合は66．6とかなり違う。1
単位の輸出に直接必要な労働は輸入のそれより高いということで，
Leontiefの計測と整合的だが，（3）を使うと，輸入に直接必要な労働
がかなり過小評価になると指摘している。
第4節　結論
　1960年代末までと制約してもレオンティエフ逆説に関する文献はあま
りに多く，本稿を書き上げるまで1年以上かかってしまった。改めてレ
オンティエフ逆説の影響力の大きさを認識させられた。あえてまとめる
とすると，レオンティエフ逆説を解く鍵としては（1）天然資源を第三
の生産要素としてモデルに組み込むこと。（2）要素集約性の逆転はあ
まり重要ではないこと。（3）生産関数は国際間で異なっていること
（4）物的資本だけでなく，人的資本も重要であることなどが考えられ
る。
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